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要約  

令和 3 年 5 月 31 日に子ども家庭局が、各都道府県市町村母子保

健主管部 （局 ） 長宛に通達した「 流産 ・ 死産を経験した女性等への心

理社会的支援等について」 後の地方行政 （ 母子保健事業 ） の現状を

調査するため、北関東母子保健事業課 132 施設をサンプリングとして抽

出し、流産 ・死産を経験した女性に対する支援についての Web アンケー

トを実施した。その結果、38 施設 （有効回答率 29％ ）から回答を得た。

37 施設 （ 97.4%） が死亡届や助成金の手続きから流産 ・死産を経験した

女性を把握しており、23 施設 （ 60.5%） がグリーフケア（悲嘆ケア） などの

支援窓口を開設していた。全ての施設においてグリーフケアの精神的な

相談は保健師が担っており、自由記載からグリーフケアの経験不足や知

識不足等により相談支援に不安を感じている傾向にあることが示唆され

た。今後母子保健事業に携わる保健師だけでなく、自助グループ等と連

携を図りながらグリーフケアの支援体制を整えていくことが質の高いグリー

フケア提供に繋がるものと考える。  
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Abst rac t  

 

On May 31,  2020,  the Ch i ldren and Fami l i es Bureau  not i f i ed the  

heads o f  the materna l  and ch i ld  hea l th depar tments (bureaus)  o f  each  

pre fec ture  and munic ipa l i ty  to  assess cur rent  loca l  admin i s tra t ion 

pro jec ts regard ing “ psychosoc ia l  suppor t  for  women who have 

exper ienced miscar r i ages  or  st i l l b i r ths.”  Responses were obta ined 

f rom 38 ins t i tu t ions ( a  va l id  response ra te o f  29%) .  Th ir ty  seven  

fac i l i t i es  (97.4%)  were ab le to ident i fy  women who had exper ienced 

a miscar r i age or  s t i l lb i r th  through death not i f ic a t ion s and subs idy  
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procedures .  Twenty  three fac i l i t i es  (60.5%)  had estab l i shed  a 

suppor t  contac t  to  prov ide  gr ie f  care.  Pub l ic  hea l th  nurses were 

respons ib le  for  menta l  hea l th counse l ing and  gr ie f  care  a t  a l l  

f ac i l i t i es .  Respondents  ind icated  a  tendency  to fee l  anx ious  about  

prov id ing counse l ing due to a l ack o f  exper ience and knowledge.   

We suggest  that  es tab l i sh ing a  cooperat ive suppor t  system,  in  

vo lv ing pub l ic  hea l th nurses  and se l f-he lp g lops,  engaged in  

materna l  and ch i ld  hea l th pro jects ,  w i l l  fos ter  the  prov i s ion o f  h igh-

qua l i ty  gr ie f  care.   
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Ⅰ  序論  

令和６年人口動態総覧による出産率 （人口千対 ）の年次推移 １ ）によ

れば、平成 2 年を境に 10.0 を割りはじめ令和６年には 5.7 まで低下し

た。これに対して死産率 （出産千対 ）は、昭和 60 年より人工死産率が自

然死産率を上回り、令和 2 年の自然死産率が 18.3 であるのに対して人

工死産率は 23.9 であり、令和 6 年では自然死産率 9.8 に対して人工

死産率は 12.1 となっている。また母の年齢別自然死産数 （総数 ） ２ )の推

移では、平成 27 年の死産数で最も多い母の年齢は 30～ 34 歳で 5740

人、次いで 35～ 39 歳が 4980 人であった。令和 5 年では 30～ 34 歳が

最も多く 3735 人で次いで 35～ 39 歳が 3706 人であった。  

平成 2 年から出生率が減少傾向に転じている一方で、平成 27 年か

らの死産率 （人工死産率も含む）は一定数を保ち続け、更に母の年齢

別自然死産数 （総数 ）では、30～ 39 歳で最も多くなるという現状がある。  

令和 3 年５月非侵襲性出生前遺伝学的検査 「 NIPT（ Non Invas ive  

Prenata l  genet ic  Test ing ） 」 の導入に関する報告書 ３ ）がまとめられ、早

期から胎児の染色体異常が診断できることで、妊娠初期に人工中絶を

選択することが可能になった。妊娠する女性が高年齢化していく中で、

妊娠することに対する不安や葛藤、人工死産率の高さ、更には NIPT に

よる人工死産 という選択肢が増えたことで、妊娠 、出産に対する女性た

ちの考え方や環境は大きく変化してきていると言える。令和 2 年厚生労

働省は、流 産 ・ 死 産 を経験 した女性 の支援に関する全国調査 を行い

「流産 ・ 死産を経験した女性に対する心理社会的支援に関する（ 令和

3 年 3 月 ）報告書 」 ４ ）をまとめた。各都道府県市町村母子保健主管部

（ 局 ） 長宛に通達 された「 流産 ・ 死 産 を経験 した女性等への心理社会

的支援等について」 の中で謳われている流産 ・死産を経験した女性への
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きめ細やか心理社会的支援は、次の妊娠や出産を安心して行 う環境を

提供する地方行政の少子化対策の一つでもある。この書簡では、正常

分娩後の産褥婦同様 、流産 ・ 死産を経験した女性も同 じように支援の

対象となることが明記されておりまた、昭和 40 年法律第 141 号母子保

健法においても「産褥事業 」の中で「市町村は、出産後一年を経過しな

い女子及び乳児の心身の状態に応じた保健指導 、療養に伴 う世話又

は育児に関する指導、相談その他の援助を必要とする出産後一年を経

過しない女子及び乳児につき「 産後ケア」 を行 うよう努めなければならな

い。」 ５ ） と産後の女性へのケアが明文化されている。従って、流産 ・死産

を経験した女性も正常に分娩した女性 と等しく、「 産後ケア」 としての心

理社会支援を受ける権利を保有する。しかし SNS などから各地方自治

体のホームページを検索しても、流産 ・死産を経験した女性等への支援

内容及び支援体制が分かりにくい現状がある。子ども家庭庁 HP では、

流産 ・死産を経験した人に向けて、全国 412 施設の相談窓口 ６ ）を記載

しているが、その相談内容を見ると、グリーフケア（悲嘆ケア） の紹介 、実

施が 216 施設 （ 52.4%） で、その殆どは不妊 ・不育専門センターが窓口と

なっている。また市町村の窓口は 173 施設 （ 42.0%） 記載されているが、ど

のような支援内容なのかが分からない状況である。北関東に関しては、5

施設 （ 1.2%） しか相談窓口は記載されておらず、グリーフケアの紹介 、実

施は 2 施設 （ 0.5%） 、市町村の窓口に至っては 1 施設 （ 0.2%） であった。    

本研究の目的は、筆者所属大学所在県を中心とした北関東市町村

母子保健事業において、流産 ・死産を経験した女性に対するグリーフケ

ア支援の現状を調査することにある。  
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Ⅱ  方法  

1 )  調査目的  

北関東母子保健事業課でのグリーフケア（ 悲嘆ケア） 支援の現状を

調査する。  

2 )  調査対象者  

北関東市町村母子保健センター（母子保健課 ）及び子育て世代包

括支援センター  132 施設において母子保健事業に直接携わってい

る者  

3 )  調査期間  

2025 年 5 月 16 日～ 6 月  6 日  3 週間  

再送付後の調査期間  

2025 年 7 月 10 日～ 7 月 31 日  3 週間  

4 )  データ収集方法  

北関東市町村保健センター（母子保健事業課 ）及び子育て世代

包括支援センター長宛に、研究の趣旨を説明した研究協力依頼文

と研究協力者 （母子保健事業担当者 ）への研究参加の自由意思 ・

個人情報保護を記載した依頼文 、質問紙サンプルを送付し、本研

究に承諾した場合は、研究対象者に研究協力者依頼文を渡して頂

いた。研究協力依頼文の中に Web アンケートの QR コード、URL を

記入した。Web アンケートの回答をもって同意とした。Web アンケート

は回答者が特定できないようにメールアドレスの収集を行わないように

設定した。1 回目の郵送で有効回答数が 20 以下であったため、同じ

132 施設に再度研究協力依頼文を郵送し、Web アンケートへの協力

を依頼した。  
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5)  調査内容  

 調査内容は、調査対象者の属性 （母子保健事業経験年数、職種、

勤務形態 ） 、調査対象者の地域、勤務部署、流産 ・死産を経験した

女性を把握する方法 、流産 ・死産を経験した女性への支援方法及

び支援者の職種 、流産 ・死産を経験した女性への今後の支援体制 、

について質問した。またグリーフケア実施に関する困難感については  

自由記載とした。  

6 )  分析方法  

アンケートの回答項目においては、単純計算を行った。記述式回答

については、意味内容ごと分類しカテゴリー化して分析した。特にコー

ドの多いカテゴリーに着目し問題点を抽出した。  

7 )  本研究の倫理的配慮   

本研究に関わる全ての研究者は、「ヘルシンキ宣言 」並びに「人を

対象とする医学系研究に関する倫理指針 」を尊重して実施した。本

研究となるデータの保管は、研究専用の認証付き USB にて鍵のつい

た研究者の机で保存した。データの保存期間は学会等での成果発

表後 3 年とし、研究代表者が責任をもって削除する。研究結果を公

表する祭は、個人が特定できる情報を含まないようにした。本研究は、

つくば国際大学倫理審査委員会で承認 （承認番号 ： R06-17 号 ）を

受け実施した。  

 

Ⅲ  結果  

Web アンケートは 132 施設に郵送し 38 施設から承諾を得た。回答

率は 29.0%、有効回答率は 29.0%であった。  
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1.  調査対象者の属性 （表 1）  

調 査 対 象 者 の所 属 部 署 は、市 町 村 母 子 保 健 事 業 課 が 37 名

（ 97.4%） で、1 名 （ 2.6%） が保健福祉部であった。職種別では、保健

師が 36 名 （ 94.7%） で、助産師が 2 名 （ 5.3%） であった。調査対象者

の母子保健事業経験年数の平均は、 11.4（ Ｓ Ｄ±10.4） 年 で、勤務

体制は、常勤が 34 名 （ 89.5%） 、非常勤が 4 名 （ 10.5%） であった。  

 

2 .  流産 ・死産を経験した女性を把握する方法 （表 2）  

流産 ・死産を経験した女性の把握は、37 施設 （ 97.4%） が「把握し

ている」のに対して、1 施設 ( 2 .6%)は「把握していない」 と回答した。把

握方法は 26 施設 ( 70.2%)が死亡届からと回答し、次いで流産 ・死産

などの助成金手続きの際が 20 施設 (54.1%)であった。母親 （父親 ）か

らの相談時に把握している施設は、20 施設 (54.1%)、病院 （産科 ）か

らの相談で把握している施設は 8 施設 ( 21.6%)あった。その他の方法

としては、電話での妊婦訪問の際に把握しているが 5 施設 （ 13.2%） で、

産婦健診の際に把握しているが 5 施設 (13.2%)、母子手帳交付台帳

に出生届がないことから判断しているが 2 施設 ( 5 .3%)であった。  

 

3 .  流産 ・死産を経験した女性に対する支援方法 （表 3）  

流産 ・ 死産 を経験 した女性に対するグリーフケアなどの支 援窓口が

「ある」 と回答した施設は 23 施設 （ 60.5%） で、「 ない」 と回答した施設

は 15 施設 （ 39.4%） であった。「 ある」 と回答した施設の中で①次の妊

娠に対する相談に関しての実施者は、13 施設 （ 56.5%） で保健師と回

答し、5 施設 （ 21.7%） は助産師と回答した。8 施設 （ 34.8%） で「支援

していない」 と回答した。②気持ちの落ち込みや辛い気持ちなどの精
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神的な相談の実施者は、23 施設 ( 100.0%)が全て保健師と回答した。

保健師以外では、臨床心理士が 2 施設 （ 8.7%） 、精神保健福祉士

が 1 施設 （ 4.3%） 、社会福祉士が 1 施設 （ 4.3%） 、助産師が 7 施設

（ 30.4%） であった。③施設独自でのグリーフケア支援の実施者につい

ては、3 施設 （ 13.6%） が保健師と回答し、19 施設 （ 86.3%） が「支援し

ていない」 と回答した。④グリーフケアを行っている自助グループとの連

携の実施者は、2 施設 （ 9.5%） が保健師で、19 施設 （ 90.4%） 「 支援し

ていない」 と回答 した。⑤グリーフケアを行っている自助グループへの

紹介は、11 施設は（ 52.3%） で保健師が担当していると回答し、助産

師と回答した施設は 2 施設 （ 9.5%） 、10 施設 （ 47.6%） が「支援してい

ない」 と回 答 した。流産 ・ 死産 を経験 した女性に対する支援窓口が

「ない」 と回答した理由としては、「支援する対象者がいない」が 4 施

設 （ 33.3%） 、「支援する専門員がいない」が 8 施設 （ 66.7%） 、「 どのよ

うな支援が良いかわからない」が 4 施設 （ 33.3%） 、「支援体制がない」

が 6 施設 （ 50.0%） 、「病院での支援を望んでいる」が 1 施設 （ 8.3%）

であった。  

 

4 .  流産 ・死産を経験した女性への今後の支援体制 （表 4）  

 今後、流産 ・死産を経験した女性に対してグリーフケアを行 う予定は 14

施設 （ 36.8%） が「 ある」 と回答し、17 施設 （ 44.7%） が「検討中 」 と回答し

た。「 ある、もしくは検討中 」 と回答した施設は 31 施設 （ 81.6%） であった。

それに対して「今後の予定がない」 と回答した施設は 7 施設 （ 18.4%） で

あった。「 ある、もしくは検討中 」 と回答した施設の具体的な内容としては、

「次の妊娠に関する相談 」が 17 施設 （ 54.8%） で、「気持ちの落ち込みや

辛い気持ちなどの精神的な相談 」は、22 施設 （ 71.0%） 、「 精神的な相
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談に関する専門員の配置 」が 3 施設 （ 9.7%） 、「 グリーフケア（悲嘆ケア）

の勉強会 」が 9 施設 （ 29.0%） 、「 グリーフケアを行っている自助グループ

への紹介 」は 13 施設 （ 41.9%） で、「 グリーフケアを行っている自助グルー

プとの連携 」は 2 施設 （ 6.5%） であった。その他では、「妊娠 ・出産 ・子育

ての窓口として周知しているので父母からの相談があれば対応している。」

「必要時は県の相談センターへ紹介している。」 「 LINE 相談の活用、グリ

ーフケア（悲嘆ケア）に関するパンフレットの配布など」の回答があった。こ

れに対して、「今後流産 ・死産を経験した女性に対するグリーフケアを行

う予定がない」 と回答した施設では、その理由 として、「 支援する対象者

がいない」 が 3 施設 （ 37.5% ） 、「 支援する専門員がいない」 が 5 施設

（ 62.5%） 、「職員が少ない」が 3 施設 （ 37.5%） 、「 どのような支援が良いか

わからない」 が 4 施 設 （ 50.0% ） 、 「 支 援 する時 間 がない」 が 1 施 設

（ 12.5%） 、「 グリーフケアを行っている自助グループがわからない」が 2 施

設 （ 25.0%） であった。  

 

５ .  流産 ・死産を経験した女性へのグリーフケア支援への困難感に関す

る自由記載 （表 5）  

 流産 ・死産を経験した女性に対するグリーフケア支援に関して、戸惑い

や困難感についての自由記載から、20 コード、3 カテゴリー、6 サブカテゴ

リーを生成した。カテゴリーを【 】 、サブカテゴリーを《 》で示す。  

【 適切な支援時期 】 【支援への困難感 】 【支援方法 】の 3 つのカテゴリー

の中では【適切な支援時期 】が 5 コードを抽出し、更に 2 つのサブカテゴ

リー《把握が困難 》 1 コード、《支援タイミングが難しい》 4 コードに分類し

た。【支援への困難感 】は一番コードが多く 11 コードを抽出し、更に 2 つ

のサブカテゴリー《 どのように声がけしたらよいか分からないなどの困惑 》 5
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コード、《 グリーフケアの知識不足、経験不足による支援への不安 》 6 コー

ドに分類した。【支援方法 】では、4 コードを抽出し、更に 2 つのサブカテ

ゴリー《支援方法がわからない》 2 コード、《他の相談窓口との連携 》 2 コ

ードに分類した。  

 

Ⅳ .考察  

1 .  流産 ・死産を経験した女性を把握する方法  

Web アンケートに回答した市町村母子保健事業課及び子育て世

代包括支援センター38 施設の管轄は、全てが市町村の行政機関で

あった。このため、殆 どの施設が児の死亡届や流産 ・ 死産の助成金

等の手続 きの際に、流産 ・ 死産 を経験 した女性を把握 していた。母

親 （父親 ）からの相談も 20 施設 （ 54.1%） あり、市町村など行政機関

が把握する流産 ・ 死産を経験した女性の約半数は、母子保健事業

に関連した施設に対して、相談など何 らかの申し入れがあるものと考

えられる。母子保健法に基づいた厚生労働省新生児全戸訪問事業

において、生後 28 日以内に自事体の保健師もしくは助産師が訪問

することが義務付けられている ７ ）が、この事業が少子化対策の一環と

して更に確立されてきたことで、以前よりも流産 ・死産を経験した女性

の把握が可能になったものと推察された。  

 

 ２ ．流産 ・死産を経験した女性へのグリーフケア支援体制の現状  

  令和 2 年厚生労働省の全国調査 ８ ）では、都道府県の中央行政

において 92.9%が流産 ・死産を経した女性に対して個人支援を受ける

何 らかの相談窓口を設置しているのに対して、 69.3%の市町村が「 な

い」 と回答している。都道府県の殆どに相談窓口はあるものの、流産 ・
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死産に特化したものは 0.0%で、不育 ・不妊相談などを含むものとなっ

ていた。しかし都道府県及び市町村において、流産 ・ 死産 を経験に

関連した相談実績を見ると、面談相談や電話相談、メール等の SNS

相談での相談件数は都道府県においては 20 箇所程度、市町村に

おいては 170 箇所程度が何らかの相談を受けており、相談窓口が無

くても問い合わせが多いことが伺える。これと比較して今回の調査では、

流産 ・死産を経験した女性への支援に特化した相談窓口が 23 施設

（ 60.5%） あり、「 ない」 と回答した施設は 15 施設 （ 39.4%） であった。そ

の相談内容 としては、「 気持ちの落ち込みや精神的な相談 」 が一番

多く、支援を行っている全ての施設で実施されていた。しかし、精神的

な相談は行っていても、施設独自のグリーフケア支援は、「支援してい

ない」 と回答したのは 19 施設 （ 86.3%） であり、「 グリーフケアを行ってる

自助グループとの連携 」を行っていると回答した施設はわずか 2 施設

（ 9.2% ） に過ぎなかった。しかしその一方で「 グリーフケアを行っている

自助グループへの紹介 」は 13 施設 （ 61.9%） あり、市町村 （母子保健

事業課 ）でのグリーフケア提供や自助グループとの連携に関しての関

心は低いが、グリーフケアを行っている自助グループへ紹介することに

対しては関心が高いものと推察できる。  

令和 3 年 「流産 ・死産を経験した女性等への心理社会的支援等

について」の通達以降、市町村 （母子保健事業 ）は正常分娩の女性

だけでなく、以前よりも流産 ・死産を経験した女性への支援に目を向

けざる得ない状況にある。令和 6 年厚生労働省人口統計概要  第 3

表  出生数の年次推移 、母の年齢 （ 5 段階級 ）別 ９ ）では、母親の年

齢別出産数は、昭和 60 年は 25～ 29 歳が最も多く次いで 30～ 34 歳

が多いのに対して、平成 17 年より 30～ 34 歳が最も多くなり次いで 35
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～ 39 歳となっている。40～ 44 歳までの出産では、昭和 60 年は 8 千

人程度であったのに対して、令和 6 年では 4 万人を超えている。45 歳

以上では昭和 60 年が 245 人であったのが令和 6 年では 1733 人と

年を追うごとに母親の高年齢化が進んでいる。加えて 15～ 49 歳まで

に 1 人の女性が子どもを産む合計特殊出生率は、令和 6 年には 1.15

と激減 した。つまり出産する女性の年齢は年々高年齢化すると同時

に、その一生の中で 1 人しか子どもを産めなくなる傾向にあることが伺

える。35 歳以降で第 1 子を出産する女性が珍しくないことが想定され

るため、特に初産の女性が流産 ・ 死産 を経験した場合 、次の妊娠 ・

出産を躊躇することや高齢出産に対する不安や葛藤が多大なものに

なることは想像するに余りある。しかし流産 ・死産の場合、市町村 （母

子保健事業 ）では、保健師や助産師による産後の訪問支援は受けら

れないという現状がある。武田は、流産 ・死産を経験した 11 人の女性

へのアンケート調査の中で「子どもを亡くした後で医療者や家族による

支えがありましたか。」 という質問に対して、9 人がなかったと回答し「何

の接触もなかった」 「事務的な手続きの指導だけだった」 としている。 1 0 ）

また深澤は、「 そもそも産後の女性はホルモンのバランスが乱れ、鬱に

なりやすい。その中でも赤ちゃんの死という大きな悲しみを抱える女性

たちが何のケアも受けられず孤立してしまっている現状がある。」 1 1 )とし

て、流産 ・死産を経験した女性に対する訪問支援の必要性を述べて

いる。流産 ・死産を経験した女性は、母乳を飲んでくれる子どもがいな

いため乳房の管理やホルモンバランスの変化による体調管理 、また、

普通に産んであげられなかったことへの自責感と周囲からもそう思われ

ているように感じるなどの精神的なストレスや、次の妊娠 ・出産に関す

る情報など聞きたくても誰にも聞けない悩みや不安が山積 している。
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産後体力や気力が回復するまでの間 、外出ができないことを考えれば、

子どもがいなくとも産後ケアとしての訪問支援が必然的に必要となる。

Patr ic i a と Joanne らは、流産 ・死産を経験した女性の自尊心に与え

る影響を検証した結果 、特に死産を経験した女性はアイデンティティ

の喪失がみられ、死産は自尊心と有意な負の関連があるとしている。

1 2 )従って普通に分娩をした産辱婦同様、流産 ・死産を経験した女性

へも保健師もしくは助産師の家庭訪問により、困 っていることの相談

やグリーフケアを行っていくことが望ましいが、現状では電話での相談

や問い合わせのある方への個別相談に留まっている傾向にある。  

 

３ .  市町村 （ 母子保健事業 ） における流産 ・死産を経験 した女性への

今後の支援体制  

今後、流産 ・死産を経験した女性に対してグリーフケアを行っていく

予定についての質問に対して「ある、または検討中 」 と 31 施設 （ 81.5%）

が回答しており、流産 ・死産を経験した女性への支援を行 う意欲が高

まってきている傾向にあることが伺えた。令和 ２年の全国調査において

「 カウンセリングなど心理的な支援が求められるケースへの対応 」 「 相

談員の教育な支援 ・ スキルアップ」 が最も多い課題であったが、今回の

調査では具体的な支援内容として「次の妊娠に対する相談や気持ち

の落ち込み、辛い気持ちなどの精神的な支援 」が多 く実施されており、

次いで、「 グリーフケアを行っている自助グループへの紹介 」であった。

精神的な相談支援は 22 施設 （ 71.0%） が実施または実施を検討して

いた。このことからカウンセリングなど心理的な支援を求める女性が増え

てきている傾向にあることが推測 される。一方で「 相談員の教育 ・ スキ

ルアップ」については、今回の調査では「グリーフケアの勉強会 」の「実
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施または検討 」 と回答した施設は 9 施設 （ 29.0%） のみであった。保健

師を中心として少人数で多忙な業務を行う市町村 （母子保健事業課 ）

にとって、スキルアップのための勉強会などは、新たに時間を作って行う

ことが難 しい状況にあることが伺えた。また、今後グリーフケアを行って

いく予定が無い、と回答した施設は 7 施設 （ 18.4%） あり、その理由とし

て、「 支援する専門員がいない」 「 どのような支援が良いかわからない」

などの回答が得 られた。今回の調査で、殆 どの施設が今後流産 ・ 死

産を経験した女性へグリーフケアの支援を行っていく或いは検討する

予定であると回答したことから、流産 ・死産を経験した女性に対するグ

リーフケアを含め、その支援方法を模索しているものと推察された。  

 

４ .  市町村 （母子保健事業 ）の今後の課題  

市町村 （母子保健事業課 ）において、流産 ・死産を経験した女性へ

のグリーフケアの実施について困難に感じていること等自由記載のカテ

ゴリーでは【 支援への困難感 】 が最 も多 く、これを更に《 どのような声掛

けをしたら良いかわからないなどの困難感 》 《 グリーフケアの知識 、経験

不足による支援への不安 》の 2 つに分類した。中でも「流産の連絡をご

本人から電話で受けた時にどのような声掛けをしたら良いか迷いながら

対応している」や「対面回数が少ないので声かけや気持ちの引き出しが

難しい」 、「 産科から連絡を受け、支援するにも専門知識があるわけで

はないので、支援方法が分らない」 「 妊婦支援給付金事業開始に合わ

せ、産科を通じて相談先の情報提供、または産後ケア事業の対象者を

拡大していますが、対象者にとって専門的な相談支援に不安がある」

などのコードから、グリーフケアの知識不足があっても支援を求められれ

ば対応せざる得ない現状が伺える。Siyu と Rukmal i らは、日本人看護
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師 388 人を対象とした調査で、流産 ・死産によって子どもを亡くした親

へ精神的な支援が必要であることは理解しているが、ピアサポートグル

ープなどの存在に関しては、認識は低いという結果を提示しており、流

産 ・ 死産で子どもを亡 くした親への支援に関する教育 とトレーニング不

足を指摘している。 1 3 )   

今後 、市町村 （ 母子保健事業 ） は少子化対策の一環 として、保健

師や助産師などの相談員の教育も含めどのように流産 ・死産を経験し

た女性を支え、次の妊娠、出産へ繋ぐ環境を整えていくかを考えていく

役割 も担わなければならないと考える。しかし、少ない人数の中で多様

な業務をこなさなければならない厳しさの中で、慣れないグリーフケアに

対する不安や葛藤を抱えながら手探 りで相談支援をしている傾向にあ

る保健師や助産師の中には、相談支援に対して強いストレスを感じてい

る者 も少なくない。このため、流産 ・ 死産 を経験した女性への支援は、

母子保健事業担当の保健師や助産師が全てを引き受けるのではなく、

グリーフケアを行っている専門家や自助グループと連携を図りながら、支

援が必要な流産 ・死産を経験した女性との橋渡しの役割を検討してい

くことも必要であると考える。支援を受ける側 、支援する側双方にとって

質の高いより良いグリーフケア提供方法を構築していくことが今後の重

要課題であると考える。  
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表 1  調査対象者の属性  

   

             ｎ =38  

調査対象者の地域  

茨城県                      20 名 ( 52 .6% )  

群馬県                      10 名 （ 26.3% )  

栃木県                       8 名 （ 21.1% )  

調査対象者の勤務部署    

市町村母子保健事業            37 名 （ 97 .4%）

保健福祉部                    1 名 （  2 . 6%）  

母子保健事業の経験年数    平均 11.4（ SD±10 .4）  

調査対象者の職種  

保健師                       36 名 ( 94 .7% )  

助産師                             2 名 (  5 . 3% )  

調査対象者の勤務形態  

常勤                       34 名 （ 89.5%）  

非常勤                            4 名 （ 10.5%）  
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表 2  流産 ・死産を経験した女性を把握する方法  

                                                         

n=38                              

あなたの施設では、流産 ・死産を経験した女性の把握をしていますか。             

している       37 施設 （ 97.4%）  

していない        1 施設 （  2 . 6%）  

どのような方法で把握していますか。  (重複回答 )                                         

死亡届からしている                                       26 施設 （ 70 .2%）  

流産 ・死産などの助成金手続の際にしている        20 施設 （ 54 .1%）  

母親 （父親 ）からの相談で把握している         20 施設 （ 54.1%）  

病院 （産科 ）からの相談で把握している          8 施設 （ 21.6%）  

その他 （内訳 ）                                                 10 施設 （ 27 .6%）  

・ 産婦健診から把握している                    5 施設 （ 13.2%）  

・ 妊娠訪問の日程調整電話で把握する              3 施設 （  7 .9%）  

・ 母子手帳交付台帳に記入していため出生届がない場合判断している   

2 施設 （  5 . 3%）  

 

 

 

 

 

 

 

 



22 

 

表 3  流産 ・死産を経験した女性への支援体制  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

グリーフケア(悲嘆ケア)などの支援窓口はありますか。                   ｎ=38 

ある                                           23施設（60.5%） 

ない                                          15施設（39.4%） 

 

 

① 次の妊娠に対する相談は主に誰が行っていますか。 （重複回答）         n=23 

   保健師                                        13施設（56.5%） 

   助産師                                                     5施設（21.7%） 

   支援していない                                   8施設（34.8%） 

 

② 気持ちの落ち込みや辛い気持ちなどの精神的な相談は主に誰が行っていますか。 

（重複回答）        n=23                                   

   保健師                                         23施設（100.0%） 

   臨床心理士                                     2施設（ 8.7%） 

   精神保健師                                     1施設（ 4.3%） 

   社会福祉士                                     1施設（ 4.3%） 

   助産師                                             7施設（ 30.4%） 

 

③ 施設独自のグリーフケア(悲嘆ケア)支援は主に誰が行っていますか。       n=22 

   保健師                                        3施設（13.6%） 

   支援していない                                  19施設（86.3%） 

 

④ グリーフケア(悲嘆ケア)を行っている自助グループとの連携は主に誰が行っています

か。                                                               n=21 

   保健師                                        2施設（ 9.5%） 

   支援していない                                  19施設（90.4%） 

 

⑤ グリーフケア(悲嘆ケア)を行っている自助グループへの紹介は主に誰が行っています

か。（重複回答）                                                     n=21 

   保健師                                       11施設（52.3%） 

 助産師                                         2施設（ 9.5%） 

   支援していない                                   10施設（47.6%） 

 

支援体制がない理由であてはまるものはどれですか。（複数回答）               n=12 

・支援する対象者がいない                                      4施設（33.3%） 

・支援する専門員がいない                              8施設（66.7%） 

・どのような支援が良いかわからない                         4施設（33.3%） 

・支援体制がない                                  6施設（50.0%） 

・病院での支援を望んでいる                                1施設（ 8.3%）                                                          
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表 4  流産 ・死産を経験した女性への今後の支援体制  

 

 

 

 

 

 

 

流産・死産を経験した女性に対して、今後グリーフケア(悲嘆ケア)を行っていく予定はありま

すか。 

                                                    n=38 

 ある                                          14施設（36.8％）                                                   

 検討中                                        17施設（44.7％） 

 ない                                            7施設（18.4％） 

 

① 具体的な内容で当てはまるものはどれですか。（複数回答）                  n=31 

 ・次の妊娠に関する相談                              17施設（54.8%） 

 ・気持ちの落ち込みや辛い気持ちなどの精神的な相談               22施設（71.0%） 

 ・精神的な相談に関する専門員の配置                      3施設（ 9.7%） 

 ・グリーフケア(悲嘆ケア)の勉強会                           9施設（29.0%） 

・グリーフケア(悲嘆ケア)をおこなっている自助グループへの紹介      13施設（41.9%）      

 ・グリーフケア(悲嘆ケア)を行っている自助グループとの連携した活動    2施設（ 6.5%） 

 ・妊娠・出産・子育て相談窓口として周知しているので、父母からの 

相談があれば対応することにしている。                            2施設（ 6.5%） 

 ・必要時、県の相談センターへの紹介                       1施設（ 3.2%） 

・LINE 相談の活用                                   1施設（ 3.2%） 

・グリーフケア(悲嘆ケア)に関するパンフレットの配布                  1施設（ 3.2%） 

 

②今後、グリーフケア(悲嘆ケア)の支援を行わない理由で該当するものはどれですか。 

  （複数回答）                                            n=8 

・職員が少ない                                     3施設（37.5%） 

・支援する対象者がいない                              3施設（37.5%） 

 ・支援する専門員がいない                               5施設（62.5%） 

 ・どのような支援が良いのかわからない                              4施設（50.0%） 

 ・県で行っている事業を案内しているため                            1施設(12.5%) 

 ・親の会などの自助グループがわからない                     2施設（25.0%） 

・支援する時間がない                                   1施設（12.5%） 

 



24 

 

表 5  グリーフケア（悲嘆ケア）支援に関する自由記載のカテゴリー分類  

                                     コード数 ： 2 0  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

カテゴリー サブカテゴリー コード 

 

 

 

適切な 

支援時期 

 （5） 

 

 

把握が困難 (1) ・流産の場合、本人からの申し出がなければ把握できない。 

 

 

支援のタイミングが

難しい (4)  

 

・グリーフケアの必要性を含め、本人がいつ、どのようなケアを求

めているのかはケースにより異なると思うので、支援のタイミング

が難しい。 

・医療機関からの早期の情報提供 

・支援対象となる方とは面談で 1、2回ぐらいしか、お会いする機 

会がなく、電話など連絡をするタイミングが非常に難しい。 

・流産・死産後の連絡時期に悩んだ。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

支援への 

困難感 

 (11) 

 

  

 

どのような声かけを

したら良いか、わか

らないなどの困惑 

（5）  

・流死産の診断をした医療機関なら、身体の回復と共に表情な 

どを見ながら声かけできると思うが、電話などで支援は難しい。 

・流産の連絡をご本人から電話で受けたときにどのような声か 

けが良いのか迷いながら対応している。 

・死産を経験している方で，父母からの訴えはないが，家庭 

訪問や健診時の母の様子を見ると，支援者としては心配に 

なっていますが，母へ聞きづらく，話を触れることができない 

こともある。 

・身近に死産を経験した人がおり，力になりたいけれど，何も 

できない自分に葛藤したり，言葉の選び方，距離の取り方に 

悩んだ。 

・対面回数が少ないので、声かけや気持ちの引き出しが難しい。 

  

 

 

 

グリーフケア 

の知識、経験不足

による支援への 

不安 （6） 

 

 

 

 

・産科からの連絡を受け、支援するにも専門知識があるわけ 

ではないので支援方法がわからない。 

・仕事の経験年数が短い職員が対応するのが難しく、対応で 

きる職員が限られている。 

・対応する職員のスキルの違いにより、相談してきた方の満足 

度が変わってしまうこと。 

・医療機関等でグリーフケアを実施している（自助グループの 

紹介等）ことは聞きますが，本村では積極的にグリーフケア 

を実施はしていないため，父母から話があれば対応している。 

・妊婦支援給付金事業開始に合わせ、産科を通じて相談先 

の情報提供、また産後ケア事業の対象者拡大をしています 

が、対象者にとって専門的な相談支援に不安がある。 

・もともと出生数が少なくグリーフケアの対処となる事例も極め 

て少ないため、対応が必要になったときに適切な支援がきる 

かどうか不安がある。 

 

 

支援方法 

（4） 

 

支援方法が 

わからない （2） 

 

・何かできることを一緒に考えたいのに，もどかしい気持ちに 

なることもあります。 

・産科からの連絡を受け、支援するにも専門知識があるわけでは 

ないので、支援方法がわからない。 

 

他の相談窓口 

との連携 

 (2)  

・匿名で相談できるようなチャットやメール等の窓口があれば 

知りたい。自助グループとの連携について。 

・外国籍の方のケアが難しい（特に英語不可の方） 

 


